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製造物責任法の秘められた使命に関する一考察
─ こんにゃくゼリー事件を契機として ─











































































































































































































































































































































































































































































































































































http://www.anzen.go.jp/kentou/index.html に て 入
手可能である。
８）本稿の体裁として製造物責任法の適用など、ま
さに消費者法分野の事例たるこんにゃくゼリー事
件を中心に据え、一般論としてこれまでの論稿で
消費者法分野への積極的な活用の道を模索してき
た公益通報者保護法関連については、補論とし、
合わせて考察対象とする形をとった。あえて言う
までもないことではあるが、ことさら重要度に差
はないものと考える。
９）この事件についても、こんにゃくゼリー事件同
様、広くマスコミ報道などによっても取り上げら
れることが多く、今回考察対象として取り上げた
最高裁判決についても読売新聞平成24年６月30日
朝刊等で各紙で取り上げられていた。
でやるのか、という思いが素直な感想と
して実感される方も多いことだろうとは
思うが、逆に、これを乗り越えなければ
コンプライアンス、公益通報、公益通報
者保護法という・これまでの企業風土に
風穴を開けるような画期的な制度・法律
が絵に描いた餅に終わってしまう恐れが
あったればこそかもしれないのである。
②　最高裁の判断について
　　　今回の最高裁判所の決定では、その主
文の中で、『本件上告を棄却する。』『本件
を上告審として受理しない。』『上告費用
及び申立費用は上告人兼申立人らの負担
とする。』とまさに完勝のような決定で
あった。これを、最高裁第一小法廷の５
名の裁判官の全員一致の意見として決定
がなされたようである。おそらく、この
決定の重みというものは計り知れないも
のがあったと思われる。しかし、我が国
の企業風土には裁判は馴染まないのか、
前述のように、２次訴訟が提起されるこ
ととなったのである。なお、最高裁の決
定の根拠としては、民訴法312条と同318
条が示されている。
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